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冬季オリンピック・パラリンピック札幌・北海道招致に関する要望 
 

冬季オリンピック・パラリンピックの開催は、ウインタースポーツの振興、次世代アスリ

ートの育成、国際観光の推進、地域資源の発信、共生社会の実現など、札幌・北海道の将来

に幅広い効果をもたらすものであります。 

札幌商工会議所が本年５月に実施した企業アンケートにおいても、招致活動の再開に賛成

するとの回答は約８割（79.5％）に達しており、地域の賛意と機運の高まりが確認されて  

おります。 

 

1972 年の札幌オリンピックは、都市基盤整備とともに、札幌の発展を大きく後押しし、 

その感動と経験は道産子の文化として脈々と受け継がれ、今日の札幌・北海道を支える  

大きな財産となっています。 

改めての冬季オリンピック、さらにはパラリンピックの開催は、次の 100年の発展につな

がる新たなレガシーを築くものであり、未来の札幌・北海道を担う人材を育み、誰もが明る

く共生できる、世界から憧れられるまちづくりを進める重要な契機となります。 

 

また、冬季オリンピック・パラリンピックは単なるスポーツイベントにとどまらず、雪国

である札幌・北海道の社会課題を解決し、市民・道民一人ひとりの暮らしの質を高める持続

可能な地域変革の機会でもあります。例えば、雪対策に関する先進技術、ソフト・ハードの

両面にわたるバリアフリー、環境対策など、日本および札幌・北海道が有する知見や技術を

世界に発信することで、社会課題の解決に資する未来志向の大会モデルを示す絶好の機会と

なります。 

 

一方で、前回の招致活動においては、収支計画をはじめとした財政面への市民・道民の  

理解が十分に得られなかったことが大きな課題でした。今後、招致活動を再開するに当たっ

ては、開催意義のみならず、収支計画、費用負担、施設整備・大会後の利用などについて、

札幌市が主体となって透明性高く丁寧な説明を行い、市民・道民の理解と合意形成を図るこ

とが不可欠であります。 

 

さらに、既存施設の活用を基本としつつ、国際基準に対応するために必要な施設更新を 

進めるとともに、ミラノ・コルティナ大会に見られる分散開催の実績も踏まえ、交通、宿泊、

観客動員等の観点から持続可能な開催モデルを検討する必要があります。 

加えて、競技団体からは、国際大会運営を担う人材の高齢化や機材の老朽化といった課題

も指摘されており、札幌・北海道が今後もウインタースポーツシティとしての地位を維持・

発展させていくための対応が求められております。 

 

つきましては、札幌市におかれましては、冬季オリンピック・パラリンピック招致に関し

まして、下記の事項について取り組まれますよう強く要望いたします。  



 

記 

 

①札幌市が、冬季オリンピック・パラリンピック招致活動の再始動を明確に宣言し、北海道、

関係自治体、競技団体、経済界等と連携しながら、招致に向けた推進体制の構築と機運の  

醸成を図ること。 
 

②冬季オリンピック・パラリンピックを契機として、札幌・北海道にいかなる価値を残すの

かという観点から、レガシーを最大限に活用した未来志向で持続可能なまちづくりの将来

像について、官民一体で検討を進める体制を構築すること。 
 

③招致・開催を通じて、観光振興、産業振興、地域ブランドの向上はもとより、若者の育成・

教育、健康・ウェルビーイング、文化の発信、国際交流などを幅広く推進し、より良い 

まちづくりに向けた市民・道民の当事者意識や文化への理解を高めるとともに、シビック

プライドの醸成に資する施策を総合的に展開すること。 
 

④市民・道民の理解を前提に、開催意義、開催経費、費用負担、経済波及効果、施設整備      

方針、大会後の施設利用方針、持続可能性等について、札幌市が主体となって最新の試算・

分析を行い、分かりやすく透明性の高い情報発信と合意形成を進めること。 
 

⑤前回招致計画について、現在の社会経済情勢や地域課題を踏まえて再整理するとともに、

ミラノ・コルティナ大会における分散開催の実績も検証し、既存施設の活用と広域連携を

基本とした持続可能な開催モデルを検討すること。 
 

⑥子どもや若者がウインタースポーツに親しむことのできる環境整備を進めるとともに、 

競技団体が抱える人材の高齢化や機材の老朽化などの課題を踏まえ、国スポ等の大規模 

スポーツ大会の誘致を通じ、将来の国際大会運営や競技力向上を支える基盤整備に取り組

むこと。 
 

以上 

 

令和８年８月１９日 

 

札 幌 商 工 会 議 所  会  頭  安田 光春 

北海道商工会議所連合会  会  頭   安田 光春 

北 海 道 経 済 連 合 会  会  長  藤井  裕 

北 海 道 経 済 同 友 会  代表幹事  丸谷 智保 

          北 海 道 観 光 機 構  会  長  唐神 昌子 


